
  貸  借  対  照  表   

（平成 16 年 11 月 30 日現在） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科       目 金   額 科       目 金    額 

  千円  千円

流 動 資 産  350,146 流 動 負 債  3,143,538 

現 金 及 び 預 金 208,888 短 期 借 入 金  2,910,000 

営 業 未 収 金  30,021 1 年以内返済長期借入金  40,000 

有 価 証 券 17,475 未 払 金  19,259 

短 期 貸 付 金 41,000 未 払 費 用  96,023 

販 売 用 不 動 産 21,057 未 払 法 人 税 等  21,209 

前 払 費 用 25,641 前 受 収 益  33,880 

繰 延 税 金 資 産 3,129 そ の 他  23,165 

そ の 他  2,932 固 定 負 債  662,600 

固 定 資 産 4,364,225 長 期 借 入 金  380,000 

有 形 固 定 資 産  3,607,789 繰 延 税 金 負 債  28,519 

建 物  700,782 退 職 給 付 引 当 金  12,993 

構 築 物  1,192 受 入 保 証 金  241,087 

機 械 装 置  29,846 負 債 合 計 3,806,139 

車 輌 運 搬 具  59 資  本  の  部 

工具、器具及び備品  85,125 資 本 金  320,000 

土 地  2,790,782 資 本 剰 余 金 201 

無 形 固 定 資 産  222,305 資 本 準 備 金  201 

借 地 権  217,260 利 益 剰 余 金  502,376 

ソ フ ト ウ ェ ア  2,403 利 益 準 備 金  33,000 

電 話 加 入 権  2,641 任 意 積 立 金

投資その他の資産  534,130 別 途 積 立 金  

375,000 

375,000 

投 資 有 価 証 券  340,575    当 期 未 処 分 利 益  94,376 

子 会 社 株 式  180,000 株 式 等 評 価 差 額 金  85,653 

そ の 他  13,555    

   資 本 合 計 908,232 

資  産  合  計 4,714,371 負債及び資本合計 4,714,371 

 

(注) １．記載金額は千円未満切り捨てて表示しております。 

 ２．重要な会計方針は別記しております。 

 ３．支配株主に対する短期金銭債権 19,745千円 支配株主に対する長期金銭債権 201千円

   支配株主に対する短期金銭債務 1,300,571千円 支配株主に対する長期金銭債務 30,000千円

 ４．子会社に対する短期金銭債権 41,090千円  

 子会社に対する短期金銭債務 24,689千円 子会社に対する長期金銭債務 1,000千円

 ５．担保に提供している資産 有形固定資産 3,362,723千円  

  投資有価証券 185,707千円  

  有価証券 17,475千円  

 ６．有形固定資産の減価償却累計額  1,997,913千円  

 ７．有価証券の時価評価により、株式等評価差額金 85,653千円を資本の部に計上しております。 

 なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第3号の規定により、配当に充当することが制限されております。



       重  要  な  会  計  方  針 
 

 
１． 有価証券の評価基準及び評価方法 
   満 期 保 有 目 的 債 券・・・・・・ 償却原価法 
   子会社株式及び関連会社株式・・・・ 移動平均法による原価法 
   そ の 他 有 価 証 券 
① 時価のあるもの・・・・・・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理し､売却原価は移動

平均法により算定しております。） 
② 時価のないもの・・・・・・・・ 移動平均法による原価法 

 
２． デリバティブの評価基準及び評価方法・・時価法 
 
３． たな卸資産の評価基準及び評価方法 
販売用不動産・・・・・・・・・・・・個別法による原価法 

 
４． 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産・・・・・・・ 定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

                    建物  ３年 ～ ４７年 
 
無形固定資産・・・・・・・ 定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における

利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
                 
５． 引当金の計上基準 
貸倒引当金・・・・・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい    

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上し

ております。 
 

退職給付引当金・・・・・ 従業員の退職給与に備えるため、当期末における退職給付
債務に基づき、当期末において発生していると認められる

額を計上しております。 
 
６．リース取引の処理方法・・・ リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの    

以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃    

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 



７． ヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法・・・・ ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについて特例処理

を採用しております。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
・ ヘッジ手段・・・・ デリバティブ取引（金利スワップ） 
・ ヘッジ対象・・・・ 長期借入金 

③ヘッジ方針・・・・・・・ 固定金利を市場の実勢金利に合わせて変動化する場合や将
来の金利上昇リスクをヘッジするために変動金利を固定化

する目的で、「金利スワップ取引」を利用しているのみで

あり、投機目的の取引は行っておりません。 
④ヘッジ有効性評価の方法・ 特例処理によっているため、有効性の評価を省略しており

ます。 
 
８．消費税等の会計処理方法・・・ 税抜方式を採用しております。 
 

 


